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2023年11月13日（月) 

全般的な円安、持続と反動調整にらむ 

米国の指標・金融政策・金利、米日株など焦点 

今週の為替相場はドル/円、クロス円での全般的な円安・外貨高について、持

続余地と反動調整をにらんだ展開となる。週間予想はドル/円が149.70－152.70

円、ユーロ/円は160.60－163.20円。前週はパウエル米FRB議長のインフレ警戒継

続示唆や米30年債入札の不調などを受けた米国債金利の再上昇（米債価格は再下

落）などでドル高が支援された。一方で米日株は反発を保ち、リスク選好などが

全般的な円安に作用している。今週は米国の指標・FRB政策動向・金利や、米日

株などが焦点になる。 

 
米日株は13週平均「上向き」回帰、リスク選好示唆 
 

今週の為替相場で注目されるのは、米国の経済指標とFRBの金融政策動向、米

国債金利の行方だ。米国の政策金利・FFの先物オプション市場などでは、前週末

にかけて「来年6月からの利下げ開始」確率が58％と前週比で低下した。引き続

き来年の利下げ時期に遅延観測が高まるとドル高を支援。反対に来年6月確率の

再上昇を含めて、利下げ時期に前倒し観測が高まるとドル安という手探り相場が

意識されやすい。 

前週はパウエル米FRB議長が「金利はインフレとの戦いを終わらせるのに、十

分高い水準に達しているとは確信していない」、「さらに引き締めることが適切

となれば、躊躇することなく引き締める」と述べ、インフレ警戒姿勢の継続を示

唆した。同時進行で米国債市場での30年債金利入札では、根強い財政悪化や米国

債増発の懸念などで需要が不調となり、金利が再上昇となっている（米債価格は

再下落）。 

さらに前週末には米ミシガン大学による11月の消費者調査で、長期のインフレ

期待が2011年以来の高水準に再上昇となった。こうした要因もあり、前週の為替

相場では改めてドル高が後押しされている。 

一方で米国株は、FRB議長の引き締めバイアス堅持や米金利再上昇といった悪

材料の中でも反発を保っている。日本株も連動上昇となり、為替相場ではドル/

円、クロス円でリスク選好による全般的な円安・外貨高が優勢になっている。今

週はこうした流れの継続により、全般的な円安が維持されるか。あるいは反動調

整的なドル安や円高に振れる場面があるかを見極める展開となる。 

注目材料としては米国の経済指標がある。14日には10月のCPI（消費者物価指

数）が公表されるが、7－9月にかけての原油再上昇の遅行影響や、供給制約によ

る住宅関連価格の高止まりなどにより、根強いインフレ上昇圧力が示される可能

性がある。同じ10月指標のISM製造業景況指数では、「仕入価格」が9月の43.8か

ら10月は45.1に再上昇となっていた。 

続いて15日には、10月の小売売上高が公表される。こちらは7－8月以降の長期

金利急上昇や、自動車工場でのストライキに伴う製品不足などが、下振れの要因

となる。同じ10月指標では、雇用統計や平均賃金などが減速となっていた。16日

の鉱工業生産も、ストライキ影響等による下振れが警戒されやすい。 
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禁無断転載・転送 
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円相場に影響するのが、米日株の反発の持続性だ。前週は各種ファンドなどに

よる年末決算対応の換金売り一服や、米欧など各国の中銀の利上げ終盤入り期

待、中東の地政学リスクの拡大懸念緩和などが株高材料となっている。 

米国株市場ではハイテク影響度の大きいナスダックやSOX（フィラデルフィア

半導体株指数）、日本株市場では日経平均株価などが、8月以降の調整株安や上

げ渋りを経て、週足テクニカルでは13週移動平均線を上抜け回復してきた。3カ

月スパンのトレンド方向を示す13週線の方向角度も、上向き化へと回帰しつつあ

る。 

各株価ともに、26週移動平均の上抜け回復、52週線の上抜け維持といった基調

の改善も見られている。これから上下動を経ながらも米日株が「年末の株高ラ

リー」の軌道を固めることが出来れば、ドル/円、クロス円でリスク選好による

円安と外貨高の地合いが維持されやすい。 

もっとも米国株の再上昇は、米国でインフレ再上昇の要因となる。FRBが警戒

姿勢を強め、利上げ再開の可能性や来年の利下げ時期の遅延を強調してくる可能

性は無視できない。その場合は米国株が再下落へと転換。日本株も連動下落とな

り、ドル/円、クロス円でリスク回避による全般円高、もしくはドル/円でドルが

底堅さを維持しても、クロス円主導で円高・外貨安の圧力が強まる波乱余地も残

されている。その他の注目ポイントは以下の通り。 

＜週足、ドル/円は6週平均を巡る攻防＞ 

為替相場の短中期トレンド判断で参考になるのが週足テクニカルだ。ドル/円

は10月上旬からのドル上げ渋りや反落を経て、前週からはドルが再上昇となって

きた。11月13日アジア市場時点の数値によると、「6週移動平均線を中央値とし

たボリンジャーバンド」では、6週線150.27円前後を巡る攻防となっている。 

同ラインを上抜けしている限りは、基本的なドル高の基調が継続。6週線など

が下値メドとなり、週間ベースでの上値メドとしてはバンド上限152.19円の方向

や、その上の方向などが意識されていく。反対に6週線を完全に下回ると、当座

のドル安基調入りが明確化。週間ベースでのドル下値メドとしては、バンド下限

148.35円の方向やその下の方向が視界に入る。 

クロス円取引は8－10月にかけて外貨安・円高が優勢となってきたが。11月入

り前後からは外貨が再上昇・円が再下落となっている。今週以降は外貨の反発基

調が本格定着していくかの見極めとなる。いずれのクロス円取引についても、

「6週や7週の移動平均線などを上抜け定着できるか否か」が目先の方向性を左右

していく。 

＜ドル/円の週間変動幅、前週末終値比の直近傾向＞ 

 為替相場の週間ベースの高値や安値のメドで参考になるのが、前週末終値比の

変動幅の直近傾向だ（ワールドレート、週初オセアニア寄付値から週末NY終値ま

で）。ドル/円は前週11月10日週の週間ドル高値が151.59円前後であり、その前

の11月3日週・週末値である149.36円前後からは＋2.23円幅のドル上昇幅となっ
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ドル／円の週足；６週移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

ドル／円 バンド上限＝152.19 6週平均＝150.27 バンド下限＝148.35

※６週平均の
維持焦点

※↑

６週平均を維持の限りバンド上限方向が週間の上値メド

６週平均方向が週間の下値メド
６週平均下抜けならバンド下限方向が下値メド
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ていた。 

 それに対して今週の場合、前週11月10日週の週末値は151.56円前後となってい

る。ドル上昇幅の直近トレンドでいえば、前週段階で9週間平均が＋1.02円幅と

なっていた。前週末値を基準にすると、今週は152.58円前後が参考の上値メドと

なる。同値幅の半年トレンドを示す26週間平均は＋1.49円幅で、それからすると

参考の高値は153.05円前後だ。また、直近の最少ドル高ケースは10月20週の前週

末値比＋0.42円幅であり、その場合の参考ドル高値は151.98円前後となる。 

 同様の週間ドル安値メドでいえば、前週段階で下落幅の9週間平均が－0.86円

となっていた。前週末値を基準にすると、今週は150.70円前後が参考の下値メド

となる。26週間平均では－1.09円幅で、参考のドル安値は150.47円。直近の最大

ドル安ケースは10月6日週の前週末値比－1.96円幅であり、その場合の参考ドル

安値は149.60円となる。 

＜中国の経済指標＞ 

今週の中国市場では、15日に鉱工業生産、小売売上高などが予定されている。

直近の中国指標は10月のPMIなどが伸び悩み、改めて景気の減速が懸念されてい

る。今週以降の指標でも改めて需要の悪化やデフレ圧力（物価低迷）が示される

と、中国人民元の下落のほか、中国の内需や資源需要の影響を受ける資源国通貨

の下落に作用する（豪ドル、NZドル、カナダ・ドル、南アフリカ・ランド、メキ

シコ・ペソなど）。反対に安全逃避通貨であるドルや円は上昇となる。 

一方で中国では10月以降、景気や不動産のテコ入れ策が強化され始めた。中国

共産党の政策としても年間の成長目標を達成させるため、年前半の減速を年後半

にカバーするような対応の強化と効果の表出は無視できない。中国指標が懸念ほ

ど悪化しない場合、資源国通貨高と全般的なドル安、クロス円での円安につなが

る余地も残されている。 
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ユーロ／円とポンド／円の週足；７週移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

ユーロ／円（左軸） バンド上限＝163.10 7週平均＝159.50 バンド下限＝155.91

ポンド／円（右軸） バンド上限＝186.66 7週平均＝183.36 バンド下限＝180.06

※７週平均を上抜けの限りバンド上限方向が週間の上値メド、７週平均が下値メド
７週平均を下抜けならバンド下限方向が週間の下値値メド

※７週平均の

維持焦点
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